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新型コロナウィルス感染拡大防止に向けた対策について 

 

 

新型コロナウイルスについては、国内においても複数の感染者が確認されており、今後の感染

拡大の防止に向けて、適切な対策を講じる必要があります。  

 下記に厚生労働省ホームページ【最新のコロナウィルスに関する Q＆A（企業の方向け）】のア

ドレス及び QR コードを掲載いたしますので、各会員事業者におかれましても、予防・まん延防止

への取り組みを行っていただきますよう、よろしくお願い申し上げます。 

 

 

厚生労働省ホームページ【最新のコロナウィルスに関する Q＆A（企業の方向け）】 

● 項目ごとにさらに詳しい情報がご覧いただけます。 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/dengue_fever_qa_00007.html 

 

 

 

 
 

１ 風邪の症状がある方、感染が疑われる方への対応 
問１ 熱や咳がある方については、どうしたらよいのでしょうか。  

 

２ 感染防止に向けた柔軟な働き方（テレワーク、時差通勤） 
問１ 新型コロナウイルスの感染防止のため、自社の労働者にテレワークを導入したいと考えていますが、どこ

に相談したらよいのでしょうか。また、どのような点に留意が必要でしょうか。 

問２ 新型コロナウイルスへの感染を防ぐため、なるべく人混みを避けての通勤を考えています。時差通勤を導

入するにはどうしたらよいのでしょうか。  

 

３ 雇用調整助成金の特例措置 
問１ そもそも雇用調整助成金とはどのようなものでしょうか。 

問２ 今回の特例措置の趣旨・目的について教えてください。また、どのような特例があるのでしょうか。 

問３ 雇用調整助成金は、外国人の方を雇用する事業主も対象になりますか。  

 

４ 労働者を休ませる場合の措置（休業手当、特別休暇など） 
問１ 新型コロナウイルスに関連し労働者を休業させる場合どのようなことに気をつければよいのでしょうか。 

問２ 労働者が新型コロナウイルスに感染したため休業させる場合、休業手当はどのようにすべきですか。 

問３ 新型コロナウイルスへの感染が疑われる方について、休業手当の支払いは必要ですか。 

新型コロナウイルスに関する Q&A 

（企業の方向け）令和２年３月９日時点版 



問４ 労働者が発熱などの症状があるため自主的に休んでいます。休業手当の支払いは必要ですか。 

問５ 新型コロナウイルス感染症によって、事業の休止などを余儀なくされ、やむを得ず休業とする場合等にど

のようなことに心がければよいのでしょうか。 

問６ 新型コロナウイルスに感染している疑いのある労働者について、一律に年次有給休暇を取得したこととす

る取り扱いは、労働基準法上問題ありませんか。病気休暇を取得したこととする場合はどのようになりますか。 

問７ パートタイム労働者、派遣労働者、有期契約労働者などの方についても、休業手当の支払いや年次有給休

暇の付与は必要でしょうか。 

問８ 新型コロナウイルスに関連して、労働者が安心して休めるよう、特別休暇制度を設けたいと考えていま

す。制度を設けるに当たっての具体的な手続はどのようになりますか。 

問９ 新型コロナウイルス感染症で小学校、特別支援学校等の臨時休業に際して、会社にお勤めの方が子どもの

世話をするために休暇を取得する場合、どのような支援があるのでしょうか。 

問 10 労働者を休ませる場合の措置（休業手当、年次有給休暇など）は、外国人を雇用している場合でも適用さ

れますか。 

問 11 問９小学校等の臨時休業に伴う保護者の休暇取得支援は、外国人を雇用する事業主も対象になりますか。  

 

５ その他（変形労働時間制、36 協定の特別条項など） 
問１ 新型コロナウイルス感染症の対策のため、イベントの中止や学校の休業、事業活動の閉鎖や縮小などの影

響を受けて、労働時間が減少してしまうことや、休む従業員が増えたときに残りの従業員が多く働かないとな

らない事態が考えられます。その人達について、労働基準法の労働時間の上限を超えないようにするため、変

形労働時間制を導入したり、変更したりするにはどうしたらよいでしょうか。 

問２ 36 協定においては、臨時的な特別の事情があって労使が合意する場合（特別条項）には、限度時間（月 

45 時間・年 360 時間）を超えることができるとされていますが、新型コロナウイルス感染症関連で、休む従

業員が増えたときに残りの従業員が多く働くこととなった場合には、特別条項の対象となるのでしょうか。 

問３ 新型コロナウイルスの感染の防止や感染者の看護等のために労働者が働く場合、労働基準法第 33 条第１

項の「災害その他避けることができない事由によって、臨時の必要がある場合」に該当するでしょうか。 

問４ 労働安全衛生法第 68 条に基づく病者の就業禁止の措置を講ずる必要はありますか。 

問５ 新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、労働安全衛生法に基づく健康診断の実施を延期するといっ

た対応は可能でしょうか。 

問６ 新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、従業員が集まる会議等を中止していますが、労働安全衛生

法に基づく安全委員会等の開催については、どのように対応すればよいでしょうか。 

問７ 職場での嫌がらせなどへの対応はどうすればよいでしょうか。 

 

１ 風邪の症状がある方、感染が疑われる方への対応 
問１ 熱や咳がある方については、どうしたらよいのでしょうか。 
発熱などの風邪の症状があるときは、会社を休んでいただくよう呼びかけております。休んでいただくことは

ご本人のためにもなりますし、感染拡大の防止にもつながる大切な行動です。企業、社会全体における理解が

必要です。従業員の方々が休みやすい環境整備が大切ですので、ご協力いただきますようお願いします。 

感染が疑われる方への対応は「新型コロナウイルスに関するＱ＆Ａ（一般の方向け）問 28「熱や咳がありま

す。どうしたらよいでしょうか？」をご覧ください。 

 

２ 感染防止に向けた柔軟な働き方（テレワーク、時差通勤） 
＜テレワーク＞ 

問１ 新型コロナウイルスの感染防止のため、自社の労働者にテレワークを導入したいと考えてい

ますが、どこに相談したらよいのでしょうか。また、どのような点に留意が必要でしょうか。 
厚生労働省では、テレワークに関連する情報を一元化した『テレワーク総合ポータルサイト』を設け、テレワ

ークに関する相談窓口、企業の導入事例紹介などテレワークの導入・活用に向けた各種情報を掲載しています

ので、参考にしてください。 
テレワーク導入に当たっての相談は、下記窓口で受け付けております。 

 （電話、来訪による相談についてはいずれのセンターも 9時～17 時、土・日曜、国民の祝日を除く。） 

＜テレワーク相談センター＞ 

 TEL：0120-91-6479（または 03-5577-4572） Mail：sodan@japan-telework.or.jp 

＜東京テレワーク推進センター（東京都内の企業について利用可能）＞ 

 TEL：0120-97-0396 Mail：suishin@japan-telework.or.jp 

また、テレワーク時にも労働基準関係法令が適用されますが、労働者が通常の勤務と異なる環境で就業するこ

とになるため、労働時間管理などに留意いただく必要があります。厚生労働省で、留意点などについてまとめ

たガイドラインを作成していますのでご活用ください。 



さらに、今般の新型コロナウイルス感染症対策として、新たにテレワークを導入した中小企業事業主を支援

するため、既に令和２年度の受付を終了していた時間外労働等改善助成金（テレワークコース）について、新

たに特例的なコースを設けることとしました。 

更なる詳細については、速やかに検討を進め、公表いたします。 
 

＜時差通勤＞ 

問２ 新型コロナウイルスへの感染を防ぐため、なるべく人混みを避けての通勤を考えています。

時差通勤を導入するにはどうしたらよいのでしょうか。 
労働者及び使用者は、その合意により、始業、終業の時刻を変更することができますので、時差通勤の内容に

ついて、労使で十分な協議をしていただきたいと思います。 

また、始業、終業の時刻を労働者の決定に委ねる制度として、フレックスタイム制があります。この制度は、1

日の労働時間帯を、必ず勤務すべき時間帯（コアタイム）と、その時間帯の中であればいつ出社または退社し

てもよい時間帯（フレキシブルタイム）とに分けるものです。なお、コアタイムは必ず設けなければならない

ものではありませんので、全部をフレキシブルタイムとすることもできます。フレックスタイム制の詳細や導

入の手続きに際しては、以下の URL をご覧ください。 
 

３ 雇用調整助成金の特例措置 
＜雇用調整助成金について＞ 

問１ そもそも雇用調整助成金とはどのようなものでしょうか。 
景気の後退等、経済上の理由により事業活動の縮小を余儀なくされ、雇用調整を行わざるを得ない事業主が、

労働者に対して一時的に休業、教育訓練又は出向（以下、「休業等」といいます。）を行い、労働者の雇用を

維持した場合に、休業手当、賃金等の一部を助成するものです。 
 

＜特例措置の趣旨・目的＞ 

問２ 今回の特例措置の趣旨・目的について教えてください。 

また、どのような特例があるのでしょうか。 
今般の新型コロナウイルス感染症の影響により、事業活動が急激に縮小する事業所が生じています。 

また、新型コロナウイルス感染症による影響が広範囲にわたり、長期化することが懸念されます。このため、

新型コロナウイルス感染症の影響を受け、事業活動の縮小を余儀なくされた事業主を対象に、雇用調整助成金

の支給要件を緩和する特例措置を設けました。このことにより、通常よりも幅広く、労働者の雇用の維持を行

った事業主が、この助成金を受給できるようにしています。 

新型コロナウイルス感染症の影響に伴う特例は以下のとおり実施しています。 

 ① 令和２年１月 24 日以降の休業等計画届の提出を可能とします。 

 ② 生産指標の確認期間を３か月から１か月に短縮します。 

 ③ 令和２年１月 24 日時点で事業所設置後１年未満の事業主についても助成対象とします。 

 ④ 最近３か月の雇用量が対前年比で増加していても助成対象とします。 
 

＜外国人を雇用する事業主について＞ 

問３ 雇用調整助成金は、外国人の方を雇用する事業主も対象になりますか。 
支給要件を満たす事業主であれば、雇用保険被保険者である従業員の国籍は問いません。 
 

４ 労働者を休ませる場合の措置（休業手当、特別休暇など） 
＜休業させる場合の留意点＞ 

問１ 新型コロナウイルスに関連して労働者を休業させる場合、どのようなことに気をつければよ

いのでしょうか。 
新型コロナウイルスに関連して労働者を休業させる場合、欠勤中の賃金の取り扱いについては、労使で十分に

話し合っていただき、労使が協力して、労働者が安心して休暇を取得できる体制を整えていただくようお願い

します。 

なお、賃金の支払いの必要性の有無などについては、個別事案ごとに諸事情を総合的に勘案するべきですが、

労働基準法第 26 条では、使用者の責に帰すべき事由による休業の場合には、使用者は、休業期間中の休業手当

(平均賃金の 60／100 以上)を支払わなければならないとされています。 

※不可抗力による休業の場合は、使用者の責に帰すべき事由に当たらず、使用者に休業手当の支払義務はあり

ません。ここでいう不可抗力とは、①その原因が事業の外部より発生した事故であること、②事業主が通常の

経営者として最大の注意を尽くしてもなお避けることのできない事故であることの２つの要件を満たすもので

なければならないと解されています。例えば、自宅勤務などの方法により労働者を業務に従事させることが可

能な場合において、これを十分検討するなど休業の回避について通常使用者として行うべき最善の努力を尽く



していないと認められた場合には、「使用者の責に帰すべき事由による休業」に該当する場合があり、休業手

当の支払が必要となることがあります。 

 

＜感染した方を休業させる場合＞ 

問２ 労働者が新型コロナウイルスに感染したため休業させる場合、休業手当はどのようにすべき

ですか。 
新型コロナウイルスに感染しており、都道府県知事が行う就業制限により労働者が休業する場合は、一般的に

は「使用者の責に帰すべき事由による休業」に該当しないと考えられますので、休業手当を支払う必要はあり

ません。 

なお、被用者保険に加入されている方であれば、要件を満たせば、各保険者から傷病手当金が支給されます。

具体的には、療養のために労務に服することができなくなった日から起算して３日を経過した日から、直近 12

カ月の平均の標準報酬日額の３分の２について、傷病手当金により補償されます。具体的な申請手続き等の詳

細については、加入する保険者に確認ください。 

 

＜感染が疑われる方を休業させる場合＞ 

問３ 新型コロナウイルスへの感染が疑われる方の休業手当の支払いは必要ですか。 
感染が疑われる方への対応は「新型コロナウイルスに関するＱ＆Ａ（一般の方向け）問 28「熱や咳がありま

す。どうしたらよいでしょうか？」をご覧ください。 

これに基づき、「帰国者・接触者相談センター」でのご相談の結果を踏まえても、職務の継続が可能である方

について、使用者の自主的判断で休業させる場合には、一般的に「使用者の責に帰すべき事由による休業」に

当てはまり、休業手当を支払う必要があります。 

 

＜発熱などがある方の自主休業＞ 

問４ 労働者が発熱などの症状があるため自主的に休んでいます。休業手当の支払いは必要です

か。 
会社を休んでいただくよう呼びかけをさせていただいているところですが、新型コロナウイルスかどうか分か

らない時点で、発熱などの症状があるため労働者が自主的に休まれる場合は、通常の病欠と同様に取り扱って

いただき、病気休暇制度を活用することなどが考えられます。 

一方、例えば発熱などの症状があることのみをもって一律に労働者に休んでいただく措置をとる場合のよう

に、使用者の自主的な判断で休業させる場合は、一般的には「使用者の責に帰すべき事由による休業」に当て

はまり、休業手当を支払う必要があります。 

 

＜事業の休止に伴う休業＞ 

問５ 新型コロナウイルス感染症によって、事業の休止などを余儀なくされ、やむを得ず休業とす

る場合等にどのようなことに心がければよいのでしょうか。 
今回の新型コロナウイルス感染症により、事業の休止などを余儀なくされた場合において、労働者を休業させ

るときには、労使がよく話し合って労働者の不利益を回避するように努力することが大切です。 

また、労働基準法第 26 条では、使用者の責に帰すべき事由による休業の場合には、使用者は、休業期間中の休

業手当（平均賃金の 100 分の 60 以上）を支払わなければならないとされています。休業手当の支払いについ

て、不可抗力による休業の場合は、使用者に休業手当の支払義務はありません。 

具体的には、例えば、海外の取引先が新型コロナウイルス感染症を受け事業を休止したことに伴う事業の休止

である場合には、当該取引先への依存の程度、他の代替手段の可能性、事業休止からの期間、使用者としての

休業回避のための具体的努力等を総合的に勘案し、判断する必要があると考えられます。 
 

＜年次有給休暇と病気休暇の取り扱い＞ 

問６ 新型コロナウイルスに感染している疑いのある労働者について、一律に年次有給休暇を取得

したこととする取り扱いは、労働基準法上問題はありませんか。病気休暇を取得したこととする場

合はどのようになりますか。 
年次有給休暇は、原則として労働者の請求する時季に与えなければならないものなので、使用者が一方的に取

得させることはできません。事業場で任意に設けられた病気休暇により対応する場合は、事業場の就業規則な

どの規定に照らし適切に取り扱ってください。 

なお、使用者は、労働者が年次有給休暇を取得したことを理由として、賃金の減額その他不利益な取扱いをし

ないようにしなければならないことにご留意ください。 

 



＜パートタイム労働者等への適用について＞ 

問７ パートタイム労働者、派遣労働者、有期契約労働者などの方についても、休

業手当の支払いや年次有給休暇の付与は必要でしょうか。 
労働基準法上の労働者であれば、パートタイム労働者、派遣労働者、有期契約労働者など、多様な働き方で働

く方も含めて、休業手当の支払いや年次有給休暇付与が必要となっております。 

労使で十分に話し合い、労働者が安心して休暇を取得できる体制を整えていただくようお願いします。 
 

＜特別休暇の導入の手続＞ 

問８ 新型コロナウイルスに関連して、労働者が安心して休めるよう、有給 

の特別休暇制度を設けたいと考えています。制度を設けるに当たっての具体 

的な手続はどのようになりますか。 
労使の話し合いによって、事業場で有給の特別休暇制度を設けることができます。 その場合には、労働者が安

心して休めるよう、就業規則に定めるなどにより、労働者に周知していただくことが重要です。 

就業規則の定め方など、導入に当たっての具体的なご相談は、都道府県労働局の雇用環境・均等部（室）の

「働き方・休み方改善コンサルタント」が受け付けております。 

また、今般の新型コロナウイルス感染症対策として、新たに特別休暇の規定を整備した中小企業事業主を支援

するため、既に令和２年度の受付を終了していた時間外労働等改善助成金（職場意識改善コース）について、

新たに特例的なコースを設けることとしました。 

更なる詳細については、速やかに検討を進め、公表いたします。 
  

＜小学校等の臨時休業に伴う保護者の休暇取得支援＞ 

問９ 新型コロナウイルス感染症で小学校、特別支援学校等の臨時休業に際して、会社にお勤めの

方が子どもの世話をするために休暇を取得する場合、どのような支援があるのでしょうか。 
臨時休業した小学校や特別支援学校、幼稚園、保育所、認定こども園などに通う子どもを世話するために従業

員（正規・非正規を問わず）に有給の休暇（法定の年次有給休暇を除く）を取得させた会社に対し、休暇中に

支払った賃金全額（１日 8,330 円が上限）を助成する予定です。 
 

＜外国人の労働者に対する労働基準法の適用＞ 

問 10 労働者を休ませる場合の措置（休業手当、年次有給休暇など）は、外国人を雇用している場

合でも適用されますか。 
労働基準法の適用があるか否かに、外国人であるかは関係ありません。外国人の方であっても、労働基準法の

労働者に当たる場合は、一定の要件を満たす場合には、労働基準法における休業手当の支払いを行っていただ

くとともに、労働者が年次有給休暇を請求した場合においては、原則として、労働者が請求する時季に与えな

ければならないものです。 

なお、使用者においては、労働者が年次有給休暇を取得したことを理由として、賃金の減額その他不利益な取

扱いをしないようにしなければならないことにご留意ください。 

 

＜外国人労働者に対する適用＞ 

問 11 問９の小学校等の臨時休業に伴う保護者の休暇取得支援は、外国人を雇用する事業主にも対

象になりますか。 
事業主に雇用される労働者であれば外国人についても適用されます。 

 

５ その他（変形労働時間制、36 協定の特別条項など） 

＜変形労働時間制の導入や変更＞ 

問１ 新型コロナウイルス感染症の対策のため、イベントの中止や学校の休業、事業活動の閉鎖や

縮小などの影響を受けて、労働時間が減少してしまうことや、休む従業員が増えたときに残りの従

業員が多く働かないとならない事態が考えられます。その人達について、労働基準法の労働時間の

上限を超えないようにするため、変形労働時間制を導入したり、変更したりするにはどうしたらよ

いでしょうか。 
労働基準法第 32 条の 4においては、労使協定において、１年以内の変形期間を平均して１週間あたりの労働時

間が 40 時間を超えない範囲内で、１週に１回の休日が確保される等の条件を満たした上で、労働日及び労働時

間を具体的に特定した場合、特定の週及び日に１日 8時間・１週 40 時間の法定労働時間を超えて労働させるこ

とができるとされています。 



今般の新型コロナウイルス感染症に関連して、人手不足のために労働時間が長くなる場合や、事業活動を縮小

したために労働時間が短くなる場合については、１年単位の変形労働時間制を導入することが考えられます。 

また、今回の新型コロナウイルス感染症対策により、１年単位の変形労働時間制を既に採用している事業場に

おいて、当初の予定どおりに１年単位の変形労働時間制を実施することが困難となる場合も想定されます。 

１年単位の変形労働時間制は、対象期間中の業務の繁閑に計画的に対応するために対象期間を単位として適用

されるものであるので、労使の合意によって対象期間の途中でその適用を中止することはできないと解されて

います。しかしながら、今回の新型コロナウイルス感染症への対策による影響にかんがみれば、当初の予定ど

おりに１年単位の変形労働時間制を実施することが企業の経営上著しく不適当と認められる場合には、特例的

に労使でよく話し合った上で、１年単位の変形労働時間制の労使協定について、労使で合意解約をしたり、あ

るいは協定中の破棄条項に従って解約し、改めて協定し直すことも可能と考えられます。 

ただし、この場合であっても、解約までの期間を平均し、１週 40 時間を超えて労働させた時間について割増賃

金を支払うなど協定の解約が労働者にとって不利になることのないよう留意が必要です。 
 

＜36 協定の特別条項＞ 

問２ 36 協定においては、臨時的な特別の事情があって労使が合意する場合（特別条項）には、限

度時間（月 45 時間・年 360 時間）を超えることができるとされていますが、新型コロナウイル

ス感染症関連で、休む従業員が増えたときに残りの従業員が多く働くこととなった場合には、特別

条項の対象となるのでしょうか。 
告示においては、特別条項の運用について、「当該事業場における通常予見することのできない業務量の大幅

な増加等に伴い臨時的に限度時間を超えて労働させる必要がある場合をできる限り具体的に定めなければなら

ず、「業務の都合上必要な場合」、「業務上やむを得ない場合」など恒常的な長時間労働を招くおそれがある

ものを定めることは認められないことに留意しなければならない。」としているところです。 

一方で、今般のコロナウイルス感染症の状況については、36 協定の締結当時には想定し得ないものであると考

えられるため、例えば、36 協定の「臨時的に限度時間を超えて労働させることができる場合」に、繁忙の理由

がコロナウイルス感染症とするものであることが、明記されていなくとも、一般的には、特別条項の理由とし

て認められるものです。 

なお、現在、特別条項を締結していない事業場においても、法定の手続を踏まえて労使の合意を行うことによ

り、特別条項付きの 36 協定を締結することが可能です。 
 

＜労働基準法第 33 条の適用＞ 

問３ 新型コロナウイルスの感染の防止や感染者の看護等のために労働者が働く場合、労働基準法

第 33 条第１項の「災害その他避けることができない事由によって、臨時の必要がある場合」に該

当するでしょうか。 
ご質問については、新型コロナウイルスに関連した感染症への対策状況、当該労働の緊急性・必要性などを勘

案して個別具体的に判断することになりますが、今回の新型コロナウイルスが指定感染症に定められており、

一般に急病への対応は、人命・公益の保護の観点から急務と考えられるので、労働基準法第 33 条第１項の要件

に該当し得るものと考えられます。 

また、例えば、新型コロナウイルスの感染・蔓延を防ぐために必要なマスクや消毒液等を緊急に増産する業務

についても、原則として同項の要件に該当するものと考えられます。 

ただし、労働基準法第 33 条第１項に基づく時間外・休日労働はあくまで必要な限度の範囲内に限り認められる

ものです、過重労働による健康障害を防止するため、実際の時間外労働時間を月 45 時間以内にするなどしてい

ただくことが重要。やむを得ず月に 80 時間を超える時間外・休日労働を行わせたことにより 疲労の蓄積の認

められる労働者に対しては、医師による面接指導などを実施し、適切な事後措置を講じる必要があります。 

（参考）時間外・休日労働とは？ 

労働基準法第 32 条においては、１日 8時間、１週 40 時間の法定労働時間が定められており、これを超えて労

働させる場合や、労働基準法第 35 条により毎週少なくとも１日又は 4週間を通じ 4日以上与えることとされて

いる休日に労働させる場合は、労使協定（いわゆる 36 協定）を締結し、労働基準監督署に届け出ていただくこ

とが必要です。しかし、災害その他避けることのできない事由により臨時に時間外・休日労働をさせる必要が

ある場合においても、例外なく、36 協定の締結・届出を条件とすることは実際的ではないことから、そのよう

な場合には、36 協定によるほか、労働基準法第 33 条第１項により、使用者は、労働基準監督署長の許可（事態

が急迫している場合は事後の届出）により、必要な限度の範囲内に限り時間外・休日労働をさせることができ

るとされています。労働基準法第 33 条第１項は、災害、緊急、不可抗力その他客観的に避けることのできない

場合の規定ですので、厳格に運用すべきものです。なお、労働基準法第 33 条第１項による場合であっても、時

間外労働・休日労働や深夜労働についての割増賃金の支払は必要です。 
 

＜就業禁止の措置＞ 

問４労働安全衛生法第 68 条に基づく病者の就業禁止措置を講ずる必要はありますか。 



2 月 1 日付けで、新型コロナウイルス感染症が指定感染症として定められたことにより、労働者が新型コロナウ

イルスに感染していることが確認された場合は、感染症法に基づき、都道府県知事が該当する労働者に対して

就業制限や入院の勧告等を行うことができることとなります。 

使用者におかれましても、感染症法に基づき都道府県知事より入院の勧告を受けた労働者については、入院に

より就業できないことをご理解いただくとともに、都道府県知事により就業制限がかけられた労働者について

は、会社に就業させないようにしてください。 

また、発熱等の風邪症状がみられる労働者については休みやすい環境の整備にご協力をお願いします。 

なお、感染症法により就業制限を行う場合は、感染症法によることとして、労働安全衛生法第 68 条に基づく病

者の就業禁止の措置の対象とはしません。 
 

＜健康診断の実施＞ 

問５ 新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、労働安全衛生法に基づく健康診断の実施を延

期するといった対応は可能でしょうか。 
事業者は労働安全衛生法の規定に基づき、労働者の雇入れの直前又は直後に健康診断を実施することや、１年

以内ごとに１回定期に一般健康診断を行うことが義務付けられています。しかしながら、令和 2年 2月 25 日に

決定された「新型コロナウイルス感染症対策の基本方針」に、閉鎖空間において近距離で多くの人と会話する

等の一定の環境下であれば、咳やくしゃみ等がなくても感染を拡大するリスクがあることが示されていること

等を踏まえ、これらの健康診断の実施時期を当面の間、延期することとして差し支えありません。 

なお、今回の対応は、労働安全衛生規則第 43 条に基づく雇入時の健康診断及び同規則 44 条に基づく定期健康

診断に限るものであり、その他の労働安全衛生法に基づく特殊健康診断等の取扱いは従前どおり法令に基づく

頻度で実施いただく必要があります。また、この取扱いは、新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえた当面

の間に限られた対応となりますので、ご注意ください。 

 

＜安全委員会等の開催＞ 

問６ 新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため、従業員が集まる会議等を中止していますが、

労働安全衛生法に基づく安全委員会等の開催については、どのように対応すればよいでしょうか。 
新型コロナウイルス感染症の拡大を防止する観点から、安全委員会等を開催するに際してはテレビ電話による

会議方式にすることや、開催延期など、当面の間、弾力的な運用を図ることとして差し支えありません。 

なお、いずれの方式にしても衛生委員会等を開催するに際しては、新型コロナウイルス感染症の拡大防止に向

けた対応等について調査審議いただくなどにより積極的に対応いただきますようお願いいたします。この取扱

いは、新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえ当面の間に限られた対応となりますので、ご注意ください。 

 

＜職場のいじめ・嫌がらせ＞ 

問７ 職場での嫌がらせなどへの対応はどうすればよいでしょうか。 
新型コロナウイルスへの感染や、新型コロナウイルスに関連して労働者が休暇を取得したこと等コロナウイル

スに関連したいじめ・嫌がらせが行われることのないようご留意いただき、労働者に周知・啓発する、適切な

相談対応を行うなど、必要な対応を徹底していただくようお願いします。 

 


